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「Smart Cityによる自立分散社会の実現へ」
市民・地域主導によるデジタルイノベーション
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震災復興
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①
現状とありたい状態

③
実証検証

②
参考となる成功事例
・アムステルダム（
・エストニア（
・デンマーク（データ集積）

④
設計図・仕様を公開

⑤
国の政策と連携し 認定・認証

⑦
地方連携モデルへ

⑥
情報発信・伝道

自立分散社会

８

自立分散型社会実現に向けたサイクル



スマートシティに関する会津若松市の取組
2011年に弊社・会津若松市・会津大学の3者で連携協定を締結。将来に向けた、持続可能な街づくりを目指し、
スマートシティ計画を策定・産官学及び国からの支援を得つつ各種プロジェクトを推進。
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2012

2014
2015

2018

2013

 再エネ・省エネPJT

3.11

 データプラットフォーム
 会津大学ICTセンター

 デジタルプラットフォーム整備
 サテライトオフィス整備事業

 各サービス実証
（教育・観光・ヘルスケア等）

2019

 「スマートシティAiCT」
オープン

石破大臣 安倍元総理室井市⾧

2015年地域再生計画認定

2018年スマートシティ
推進総務大臣賞

産業の魅力を国内外に発信し、
優れた「技術」「人材」「資金」を誘致

地場の特性を活かしつつ、高い
競争力を持つ製品・サービスを創出

ICT/Digital を軸とした会津大学と
の協業により、地域の新たな雇用につ

ながる産業創出・街づくりを支援

 会津若松市でのモデル実証事業
の拡大、他自治体への横展開

Jun.2011
3者連携協定

2016
2017

 福島イノベーションセンター設立
 復興計画策定（スマートシティ計画）

現在



※ID登録者および月に複数回利用しているユーザー数

アナリティクス講座

セキュリティ講座

サイバー演習b

AI/RPA・ディープラーニング

チャット・ロボット

FIWARE/X-ROAD

NewIT人材育成
デジタル産業の集積
機能移転と地元採用

先端プロジェクトを誘致・推進

事業成果を他地域へ展開

（医療機器） 多種多様なデータを収集・蓄積

地域で
実践

市民・観光客・移住者・事業者
MyID/マイナンバカード活用

実データを活用した人材育成

地域
雇用

デジタル
ガバメント推進

（BPR・クラウド
バイデフォルト）

首⾧のコミットメント・市議会の理解・産官学連携体制

デジガバ・地域共通キャッシュレス・ポイントインフラ

エネルギーエネルギー

地産地消の地域エネル
ギー（電力＋都市ガ
ス）マネージメント
事業の推進

観光
（インバウンド）

観光
（インバウンド）

スマートリゾートシティ
に向けたマタープラン
整備。デジタルDMO
を活用したデジタル観
光の推進

ヘルスケアヘルスケア

AI/音声認識自動入
力カルテによる医師の
効率改善、患者への
データ分析FBによる
予防医療へのシフト

教育教育

小中高のデータ連携
による個々に合った
ラーニングサービスの提
供。遠隔教育による
教員働き方改革

食・農業食・農業

IoT農業推進よる生
産性向上、生産量と
質の確保、若手の雇
用確保

ものづくり
（Industry 4.0)

ものづくり
（Industry 4.0)

地域における中小製
造業の面的ICT/IoT
化に取り組みコネク
テッドインダストリーを
推進

フィンテックフィンテック

地域一体となったID
決済による地域共通
キャシュレス基盤整備。
購買データの地域での
データ活用

モビリティモビリティ

市街地・郊外・山間
過疎地域を連携させ、
抜本的に今後のモビリ
ティの在り方を見直し
実証
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防災防災

事前オプトインに基づ
くパーソナライズ型の防
災サービス「マイ・ハ
ザード」の提供

オープン・パーソナル・ビッグデータプラットフォーム
APIエコノミー・オープンイノベーション

情報信託/PDS

５G/ローカル５G/LPWA

スマートシティによる地域イノベーション全体像
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機能分散社会モデルへの挑戦
• 会津地域の先端デジタル技術やサービス実証フィールドとしての特性を活かし、地方創生モデルを推進

• 高付加価値な業務や成⾧産業を地方に根付かせ、競争力の高いサービスを地方から全国に向けて展開

これからの企業誘致、産業創出の方向性
方向性①

首都圏の高付加価値機能の
一部を地方へ移転

方向性②
次世代を担う産業の

地方での育成

 会津大学、復興事業を核とした
研究開発拠点の誘致、等

 将来の 産業を見据えた新事業
創出、人財育成、等

人材の
キャリア
アップ

市場拡大に
伴う成⾧

これまでの産業 新たな産業を加えて育ててゆく

レトロ 新しい産業

《地方経済の方向性》

スキル・所得
高

低
運用

戦略

ソリューション

 産業の中枢が首都圏一極集中
­ 新興市場の成⾧、他国の積極的誘致により、統括拠点が流出（特にシ

ンガポール、中国）
 地方では、工場、アウトソーシング（コールセンター等）の立地が中心

­ 更なる低コストの追求のため、海外（特に中国、東南アジア）への流出が
顕著

→ 産業の空洞化、コスト削減の圧力増

 戦略
 経営企画など

 開発
 営業など

 工場
 コール
 センターなど

首都圏 地方／海外大都市

これまでの産業構造
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2011年～2020年のアウトカム
①地域特性を生かした注目さ

れるプロジェクトの立ち上げ
スマートシティ会津若松

自立分散社会
実現
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②方向性を共有する企業を
誘致し、交流・関係人
口の増加

③プロジェクトに必要な人材
を会津大学と育成

（アナリティクス人材育成）
④企業の移転ニーズを踏まえた集積

拠点を整備し、本格的な企業誘
致・機能移転の実現
（会津ICTビル「AiCT」）

⑥誘致企業と地元企業の協
業により、地元企業の
生産性を向上し地に
足ついた地方創生を実現

第二ステージ

⑤企業誘致による都市圏か
らの転入増＆育成した地
元人材の採用による転出
減による生産年齢人
口の地元定着

！

⇒

３０％

32社

１00団体

１000人
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【スマートシティAiCT】の入居事業者
2019年4月22日にICTオフィスビル「スマートシティAiCT」がオープンし、様々な業態・業種の32社が入居。
(2021/1/18現在)

参照:写真会津若松市Webサイトより
入居事業者情報:会津若松市提供情報をもとにアクセンチュア(株）が作成

●東京からの機能移転事業者
アクセンチュア(株)、ＴＩＳ(株)、SAPジャパン(株)、
バンプージャパン（株）、 東芝データ（株）、
日本電気(株)、ニューラルポケット（株）、
オリックス自動車（株)、日本マイクロソフト（株）、
(株）ブリスコラ、三菱商事(株)、
三菱UFJリサーチ＆コンサルティング(株)、凸版印刷(株)、
ソフトバンク（株）、セイコーエプソン（株)
コカ・コーラボトラーズジャパン（株）、 (株)エムアイメイズ、
(株)イクシング ほか

●会津若松地域事業者
(株)会津ラボ、 (株)会津コンピュータサイエンス研究所、
(株)エフコム、 (株)オノヤ、(株)デザイニウム、
會津アクティベートアソシエーション(株)、(株)アイザック、、

(株)エヌ・エス・シー ほか


